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2018 年度（平成 30 年度） 

第 54 期 収支予算 

 

▽一般正味財産増減の部 

１．経常増減の部 

（１）経常収益 計 6,938 万円（前期 7,650万円） 

①基本財産運用収入 984 万円 （前期 984万円） 

1)基本財産利息収入      829 万円 （前期 829万円） 

・国債（20年、30年、40年各 1本） 500万円 （前期 500万円） 

・円建て外債（シティーＧ円貨債） 146万円 （前期 146万円） 

・道債（20年） 183万円 （前期 183万円） 

いずれも額面１億円の利益確定型。 

2)基本財産配当金収入 155 万円 （前期 155万円） 

・北海道放送（HBC）株 144万円 （前期 144万円） 

・北海道新聞社株 11万円 （前期 11万円） 

ＨＢＣ、道新とも前期並みを見込む。 

【会計区分】全額、その他事業会計とする。 

 

②貸し付け利息収入 497 万円 （前期 624万円） 

貸し付けをしている社会福祉法人 29件からの利息収入で前期より 127万円減。 

【会計区分】全額、公益目的事業会計とする。 

 

③寄付金収入 4,500 万円（前期 5,000万円） 

災害義援金とウェルネット社の大口寄付（2017年度は 6,000万円）を除いた例年の

水準に予算額を近づける。 

 

＜過去 5年間推移＞ 

年度     実績（円）   予算額（円）     差（円）  

 2017（平成 29） 92,647,057 50,000,000  42,647,057 1/31現在 

 2016（平成 28） 184,778,892 60,000,000  124,778,892 

 2015（平成 27） 182,172,808 50,000,000   132,172,808 

 2014（平成 26） 50,626,244 40,000,000  10,626,244 

 2013（平成 25） 84,351,219 40,000,000  44,351,219 

【会計区分】総額 4,500万円のうち公益目的事業会計に 3,807万円、その他事業会

計に 630万円、法人会計に 63万円を振り向ける。 

  



  

④雑収益（受取利息収入） 957 万円（前期 1,042万円） 

・円建て外債（ゴールドマンサックス円貨債×2本） 560万円 （前期 560万円） 

・国債（30年） 170万円 （前期 170万円） 

・道債（20年） 163万円 （前期 163万円） 

・道債（20年） 64万円  （前期 30万円） 

・円建て外債（シティーＧ円貨債、償還ずみ） 0円 （前期 119万円） 

特定事業に引き当てた債券の利息収入。いずれも 1 億円の利息確定型。高利率の

円建て外債をベースにしているが、そのうちシティーグループの 1 億円が昨年 6 月

に満期償還となり、北海道債（年利 0.646％）を購入した。 

【会計区分】全額、公益目的事業会計とする。 

 

（２）経常費用 計 8,657 万円（前期 9,241万円） 

①事業費 7,203 万円（前期 7,822万円） 

公益目的事業を行うための各種助成事業費。 

【会計区分】その他の助成と歳末助け合い助成金はその他事業会計に区分し、それ

以外の助成事業は公益目的事業会計に配分している。情報管理システ

ム開発は業務の割合（7:3）で公益目的事業会計と法人会計に按分して

いる。 

 

②事業運営費 130 万円 （前期 140万円） 

基金の事業内容や社会福祉活動への宣伝啓発費用。道新と道新スポーツへの新聞

広告掲載料など。 

【会計区分】全額、公益目的事業会計とする。 

 

③基金運営費 1,324 万円（前期 1,279万円） 

基金の運営に要する事務的経費。燃料手当基準の改定などで増額見込み。 

【会計区分】公益目的事業会計と法人会計に業務割合（7：3）の比率で按分している。 

 

注記  

１．償還金収入 3,996 万円（前期 4,746万円） 

貸し付けをしている 29件からの年賦償還金合計で、前期比 750万円減。繰り上げ

返済などで、引き続き減少傾向にある。 

２. 貸し付け支出 5,000 万円（前期 5,000万円） 

社会福祉法人などが施設や設備を整備する際の資金を長期（最長 20年）、低利で貸

し付ける。 
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